






































































































































































































書である ASOBAT（A Statement of Basic Accounting Theory 基礎的会計理
論に関する報告書）は，会計を，「情報の利用者が判断や意思決定を行うにあ
たって，事情に精通した上でそれができるように，経済的情報を識別し，測定
し，伝達する過程」 （AAA 1966, 伊藤・桜井，2013, 3）であると定義付けてい
る。従って，会計が会計情報を作成し開示するためには，会計事実を処理する
過程（プロセス）が必要となる。これが，内部統制である。COSO（トレッド




た１つのプロセス」 (COSO 1992, 八田・箱田訳 2013, 9) であり，内部統制が有
効であるためには，これらの目的達成に関して，合理的な保証を提供すること，
すなわち，「目的を達成しないリスクを許容可能な水準まで低減する」(COSO 





















































析する。次に，抽出された課題のうち，3 においては，重要な不備の主要な発生原因の 1 つ
である不正のうち，経営者不正に関する内部統制上の問題点及びその対策を述べる。そして，























出所:COSO(1992) 八田・箱田訳 2013, P13 をもとに筆者作成 
























表 2-1 2017 年 4 月 1 日～2018 年 3 月 31 日の重要な不備 
 
No 会社名 市場 種別 決算期 不備の原因 分類 内容 不正の実行者 不正の目的
1 昭光通商株式会社 東証1部 内部 平成28年12月期 不正 売上等 循環取引 なし -




ジャスダック 内部 平成29年1月期 内部統制の欠如 内部監査の欠如 内部監査の欠如 - -
4 イワキ株式会社 東証1部 訂正 平成28年11月期 会計処理 減損 減損 - -
5 株式会社ピーシーデポコーポレー
ション





6 沖電気工業株式会社 東証1部 内部 平成29年3月期 会計処理 貸倒引当金等 貸倒引当金等 - -
7 ニッコー株式会社 名証2部 内部 平成29年3月期 不正 売上等 売上の前倒し計上 従業員 予算等の達成
8 日本カーバイド工業株式会社 東証1部 内部 平成29年3月期 不正 原価繰延 原価繰延 役員等 予算等の達成
9 オンキヨー株式会社 ジャスダック 内部 平成29年3月期 会計処理 貸倒引当金等 貸倒引当金等 - -
10 株式会社ナック 東証1部 内部 平成29年3月期 会計処理 税効果等 税効果等 - -
11 近畿車輛株式会社 東証1部 内部 平成29年3月期 会計処理 仕入計上誤り 仕入計上誤り - -
12 富士フイルムホールディングス株式
会社
東証1部 内部 平成29年3月期 不正 売上等 リース売上高等 役員等 インセンティブ獲得




ジャスダック 内部 平成29年3月期 会計処理 企業結合 持分法 - -
15 ＡＫＩＢＡホールディングス ジャスダック 内部 平成29年3月期 不正 横領等 架空請求等 役員等 横領等
16 株式会社ＵＫＣホールディングス 東証1部 内部 平成29年3月期 不正 売掛金 前渡金による売掛金
回収処理等
役員等 事業失敗
17 神栄株式会社 東証1部 訂正 平成29年3月期 不正 売上等 架空売上等 役員等 予算等の達成
18 株式会社東京衡機 東証2部 訂正 平成29年2月期 不正 売上等 架空売上等 役員等 横領等
19 Ａｂａｌａｎｃｅ株式会社（旧リア
ルコム株式会社）
マザーズ 内部 平成29年6月期 会計処理 貸倒引当金等 貸倒引当金等 - -
20 株式会社テーオーホールディングス ジャスダック 訂正 平成29年5月期 会計処理 減損 減損 - -
21 株式会社光・彩 ジャスダック 訂正 平成29年1月期 不正 横領等 不正送金等 従業員 横領等
22 株式会社有沢製作所 東証1部 訂正 平成29年3月期 会計処理 税効果等 税効果等 - -





24 株式会社ナカヨ 東証1部 訂正 平成29年3月期 不正 不正融資 取引先への資金融通 役員等 取引関係の維持等
25 株式会社バナーズ 東証2部 訂正 平成29年3月期 会計処理 税効果等 税効果等 - -
26 日本ＰＣサービス株式会社 名証セント
レックス










28 王子ホールディングス株式会社 東証1部 訂正 平成29年3月期 会計処理 植林資産 植林資産 - -
29 亀田製菓株式会社 東証1部 訂正 平成29年3月期 不正 棚卸資産 棚卸資産の過大計上 従業員 自分の職の維持のため
30 中央ビルト工業株式会社 東証2部 訂正 平成29年3月期 不正 棚卸資産 棚卸資産の過大計上 役員等 棚卸差異原因分析回
避・利益調整
31 株式会社メディネット マザーズ 内部 平成29年9月期 会計処理 後発事象漏れ 後発事象漏れ - -





33 株式会社アーレスティ 東証1部 内部 平成29年3月期 会計処理 税効果等 税効果等 - -
34 株式会社ソフィアホールディングス ジャスダック 訂正 平成27年3月期 不正 売上等 架空売上等 役員等 予算等の達成
35 株式会社ナガオカ ジャスダック 訂正 平成28年6月期 会計処理 工事売上 工事売上 - -





37 株式会社くろがね工作所 東証2部 内部 平成29年11月期 不正 売上等 売上の前倒し計上 不明 予算等の達成
38 株式会社ファルテック 東証1部 訂正 平成29年3月期 不正 棚卸資産 棚卸資産評価等 従業員 予算等の達成
39 共栄タンカー株式会社 東証1部 訂正 平成29年3月期 会計処理 税効果等 税効果等 - -





41 株式会社アウトソーシング 東証1部 内部 平成29年12月期 会計処理 企業結合 企業結合 - -
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そこで，まず，これらを市場別に分析してみると，図 2-1 より東証 1 部の企業が 45.25％



























































































































































































































































































































































































































































おり，これを見ると，全ての再発防止策が 42 項目のいずれかに該当していることになる1。 
 








No 会社名 発生場所 再発防止策 42項目の例示のうち該当すると想定される項目




12 子会社 取締役会や各種委員会の社内体制の整備 統制環境（取締役会・監査役・監査委員会の責任の理解・実行）
連子 社風の是正 統制環境（適切な経営理念や倫理規程に基づく制度の設計・運用・是正）
インセンティブ報酬の見直し 統制環境（従業員等の勤務評価の公平性・適切性）
13 提出会社 売上計上基準の適切な認識・運用 統制環境（適切な会計処理の原則の選択、客観的な実施過程の保持）
組織横断的な業務運営 統制環境（指摘しにくい等の組織構造や慣行の改善）
コンプライアンス意識の醸成 統制環境（適切な経営理念や倫理規程に基づく制度の設計・運用・是正）
15 子会社 コンプライアンス意識の醸成 統制環境（適切な経営理念や倫理規程に基づく制度の設計・運用・是正）
連子 不適切な取引先及び不明瞭な取引を検知する方法の整備 リスクの評価と対応（不正の動機・原因・背景等を踏まえ適切にリスク評価・対応）
会計処理に関する理解の醸成 統制環境（従業員等への職務の遂行に必要な手段・訓練等の提供）
16 子会社 経営層における責任の徹底 統制環境（信頼性のある財務報告の重視、財務報告の基本方針の明確化）
連子 企業風土の改革 統制環境（適切な経営理念や倫理規程に基づく制度の設計・運用・是正）
与信管理その他の管理の徹底 リスクの評価と対応（不正の動機・原因・背景等を踏まえ適切にリスク評価・対応）
17 子会社 牽制機能強化 統制環境（取締役会・監査役・監査委員会の責任の理解・実行）
連子 コンプライアンス意識の向上 統制環境（適切な経営理念や倫理規程に基づく制度の設計・運用・是正）
職務分掌の徹底 統制環境（職能・活動単位に対する適切な役割分担）





24 子会社 コンプライアンス教育の実施 統制環境（適切な経営理念や倫理規程に基づく制度の設計・運用・是正）
連子 内部統制システムの整備・運用の徹底 統制活動（リスクを軽減する統制活動を確保するための方針と手続）























































表 2-1 は第三者委員会等による報告書に記載されている再発防止策が，42 項目の例示のど
の項目に該当すると想定されるかを筆者が独自に対応させたものである。当該項目は企業
の実態に応じて適宜，加除修正をする必要があるが，サンプルデータの対象会社が実際に
No 会社名 訂正期間 訂正前 訂正後
8 日本カーバイド工業 2012.3期 ～ 2016.3期 有効 不備
12 富士フイルムHD 2012.3期 ～ 2016.3期 有効 不備
13 アピックヤマダ 2012.3期 ～ 2016.3期 有効 不備
15 AKIBA HD 2016.3期 有効 不備
16 UKC HD 2013.3期 ～ 2016.3期 有効 不備
17 神栄 2016.3期 ～ 2017.3期 有効 不備
18 東京衡機 2017.2期 有効 不備
24 ナカヨ - - -
30 中央ビルト工業 2013.3期 ～ 2017.3期 有効 不備
34 ソフィアHD 2013.3期 ～ 2015.3期 有効 不備
No 会社名 調査対象期間（年） 関与役員在任期間（年）
8 日本カーバイド工業 6.3 6.3
12 富士フイルムHD 6.8 6.2 退任
13 アピックヤマダ 5 5 *
15 AKIBA HD 1.3 1.3 *
16 UKC HD 2 2 *
17 神栄 2.5 2.5 *
18 東京衡機 1.3 1.3
24 * ナカヨ 3.3 3.3
30 中央ビルト工業 5.5 5 退任
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が全世界の不正に関して公表している『Report to the nations 2018 Global study on 
Occupational fraud and abuse』をもとにして不正を分類すると，図 3-3 のようになる。こ
れによると，不正の多くは横領等の資産の不正流用であり，純資産・純利益の過大・過少計
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の資産の不正流用であり，純資産・純利益の過大・過少計上を意図した財務諸
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(注)合計が 100％とならないため，不足分 2％を「調整」としている 
出所:ACFE『Report to the nations  2018 Global study on Occupational fraud and 
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また，前掲の『Report to the nations 2018 Global study on Occupational fraud and 
abuse』によると，不正の発見手段の 40％が通報であり，以下内部監査が 15％，マネジメ
ントレビューが 13％となっている （ACFE 2018, 17）。そして，当該通報のうち，会社内
部によるものが 55％（従業員 53％，株主/オーナー2％），企業外部によるものが 32％（顧
客 21％，業者 8％，競業他社 3％），その他が 19％（匿名 14％，その他 5％）となってい





れている （「財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準」（参考 1） 2011）。
前述した様に，当該 42 項目はあくまで例示であるが，実務上は当該 42 項目をベースに内
部統制の評価が行われていると考えられるため，多くの企業で内部通報制度を採用してい
ると思われる。実際，デロイトトーマツリスクサービス株式会社が 2017 年に発表した『内
部通報制度アンケート分析資料 内部通報制度の整備状況に関する調査 2017 年版』による
と，対象企業が明示されていないため上場会社が対象であるか否かは明らかではないが，ア












































































マンショックを受けて，『ドッド - フランク ウォールストリート改革及び消費
者保護法』が制定されたが，そこでは，訴訟又は行政処分等の執行を成功に




している （Dodd-Frank Wall Street Reform and Consummer Protection Act 








査又は調査の結果を SEC に提供することよって，SEC が訴訟又は行政処分等
の執行に成功した場合には，120日以内に同じ情報を SEC に提供した情報提
供者に対しても報償金の資格が与えられるとし（Security Exchange Act Rule 
21F-4(c)(3) 2011），企業の社内コンプライアンス体制の維持を保証する規定を
設けている。更に，報償金の金額を決定する際の報償金の引き上げ要因として，
情報提供者の社内コンプライアンス体制への寄与を挙げ （Security Exchange 
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図3-6 SEC 内部告発者の件数
出所:SEC『2017 Annual Report to Congress Whistleblower Program, 2017』





















上回っている （消費者庁, 「平成 28 年度 労働者における公益通報者保護制度に関する意































出所:消費者庁『平成 28 年度 労働者における公益通報者保護制度に関する
意識等のインターネット調査』の P21 のデータをもとに筆者作成 
出所:消費者庁『平成 28 年度 労働者における公益通報者保護制度に関する
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出所:消費者庁『平成 28 年度 労働者における公益通報者保護制度に関する
意識等のインターネット調査』の P21 のデータをもとに筆者作成 
出所:消費者庁『平成 28 年度 労働者における公益通報者保護制度に関する






















































































































続を実施する技法である CAAT（Computer Assisted Audit Techniques，コ
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　周知のように，アメリカの COSO（the Committee of Sponsoring Organization 
































































































止法（Foreign Corrupt Practices Act）は，公開企業に対し，同法の目的を満たす内部
会計統制を確立・維持することを求めた。
5 AICPA SAS No.30（1980）は，全般的な統制環境（overall control environment）の
概念を導入した。











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































的前提（shared tacit assumption）ともされる（Schein 2009）。ちなみに，Schein （2004）の初版は，1985
年である。
： ein 2 04, 17）




























































































































































図３ 組織文化と 6 つのチェック体制 
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      出所：日本公認会計士協会近畿会社会・公会計委員会．．S．







 J-Sox(企業の内部統制監査) 自治体の内部統制審査 
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平成 年度のテーマ １ 個人情報の適切管理（課・） 
             ２ 会計事務の適切執行（課・）
             ３ 課独自の取組テーマ（課・）
②年間目標の設定 →取組成果を評価し易いように具体的な数値を設定する。
           例 場合 書類の誤封入をゼロにする。
               合 レッドカードをゼロにする。
③具体的な取組内容 →目標達成のための具体的取組を設定する。
             例 １の場合 書類の種類ごと管理簿で進行管理を行う。
                の場合 支出伝票チェック表を使ったチェック。
④当初報告 →内部統制・局統括責任者（局・区長等）の決裁後報告。
⑤中間報告（月） →月末までの取組状況を組織全体で振り返り、達成度を評価し，必
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